
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１３９０１

若手研究(B)

2015～2011

インターネットによる知識ギャップ拡大要因の検証及び社会的帰結に関する国際比較研究

Does the Internet Enhance the Knowledge Gap?:Comparative Study on Social 
consequences of the Internet between Japan and Korea

１０４０１２４１研究者番号：

金　相美（Kim, Sang-Mi）

名古屋大学・国際言語文化研究科・准教授

研究期間：

２３７００２８２

平成 年 月 日現在２８   ６   ９

円     2,700,000

研究成果の概要（和文）： 知識や情報は社会的パワーに変換されやすい。知識の欠如は、社会的資源からの排除と社
会的パワーの欠如につながり、最終的に民主主義を損なってしまう。インターネットは社会階級間のギャップを増加さ
せ、政治コミュニケーションにおいて既存形態を再生産してしまう恐れがあるという指摘もある。
 本研究は、社会経済的要因の相違による知識ギャップがインターネットの利用によって如何に媒介されているのかに
ついて、政治知識取得のギャップに焦点を絞り日韓比較を行った。日本の場合、インターネットは政治知識の取得にお
いて社会経済的要因の異なる集団間の知識ギャップを緩和する方向で機能することが判明し、韓国も同様の結果であっ
た。

研究成果の概要（英文）： Knowledge and information translate into social power. Lack of knowledge can 
result in exclusion from social resources, thus leading to a lack of social power and eventually 
undermining democracy. Some findings have indicated that the Internet is reproducing the existing 
patterns of political communication, further increasing the gap between social classes. We focus on the 
effect of the use of Internet on the knowledge gap between socioeconomic levels.
 This study examines whether different forms of news media function to increase the gap in political 
knowledge between socioeconomic classes in East Asia. We find that Internet use appears to significantly 
decrease SES-based gaps in political knowledge in Japan and similar results was analyzed in Korea.

研究分野：社会情報学

キーワード： Knowledge Gap Hypothesis　Socioeconomic Status　Digital Divide　Inequality　知識ギャップ　社
会経済的要因　デジタルデバイド
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 格差社会における情報通信技術と『知識

ギャップ』の問題 
情報・知識は社会的パワーとして転換され

やすい。情報不足は社会資源からの排除、機
会不平等を意味し、結果的に民主主義の実現
を妨げる(McLeod and Perse, 1994)。『知識ギ
ャップ』仮説では、メディアに関して、社会
経済的ステータス(SES）間における知識のギ
ャップをさらに助長する効果があることが
主張されている (Tichenor,et.al.,1970 等)。筆
者が行った日韓比較調査結果によれば(2009
年、東京・ソウル在住それぞれ約 800 人を対
象に実施)、図 1 で示した通り、日本の場合、
SES レベルが異なる 2 グループ間において、
ネット利用量が増えれば増えるほど政治知
識のギャップが拡大する傾向が示された。一
方でこのような SES とネットの交互作用
(interaction)による『知識ギャップ』は韓国で
は示されなかった (Kim,S & Kobayashi,T., 
2010) 。 

→このようなインターネットの『知識ギャップ』
仮説はいくつかの研究において検討されている
が (DiMaggio, et al.,2004; Nisbet & Scheufele, 
2004 等)、いまだに知見の蓄積段階であり、一
致した見解は得られておらず、その背景にある
社会文化的要因についてもさらなる検討が必要
である。 

 

 
(2) 要因の一つとして情報機器デバイドの問

題 
筆者が参加した別の研究においては、ネッ

トのツールとしてケータイのみを利用して
いる人(以下、ケータイ族)が日本において
22.4%も存在していることが示された(図 2 参
照)。このようなケータイ族は、PC 利用群と
比べ、情報ハンドリング能力が低く(ケータイ
メールやゲームなど限られた機能のみを利
用）、政治への関心や政治有効性感覚におい
ても有意に低い結果が示された(金相美 ,In 
Press)。 
→インターネットによる『知識ギャップ』拡
大の要因の一つに、情報機器デバイドが存在
することが予想される。さらに、この情報機
器デバイドは、スキル差や機器ハンドリング
能力など技術決定論的要因のみならず、動機
づけ(ex ニーズ)・情報欲求といった社会構造

的問題から引き起こされる可能性がある。 
 
２．研究の目的 
(1) 社会的コンテキストによる情報デバイドの

要因の検討 
ネットツールとしてケータイのみを利用

している日本のケータイ族の年代別内訳は、
10 代から 30 代で約 7 割を占めている。日本
における情報機器のデバイドは、PC を主な
情報機器と利用している他文化圏と大きな
相違がある。ケータイ利用による情報取得は、
PC 利用のそれと比べ情報ハンドリング能力
のみならず、獲得できる情報の量・質が劣る
と指摘される(木村、2004）。本研究において
は、このような情報機器デバイドの背景に如
何なる要因が存在しているかについて検討
する。特に、本論では、動機づけ・情報欲求
に注目し、それらが社会的コンテキストによ
って如何に異なる形で規定されるのかにつ
いて考察する。 
(2) 『知識ギャップ』における社会文化的要因

の検討 
前述した研究によれば、ネットによる『知

識ギャップ』仮説は日本と韓国において違う
傾向が示され、韓国ではネットと SES の交互
作用による『知識ギャップ』の拡大傾向は示
されず、日本では顕著に現れていた。『知識
ギャップ』におけるネットの効用は社会文化
的要因とも深い関係性を持つことが予想さ
れる。本研究では、日韓におけるネットの政
治知識の習得の効果を比較することによっ
て、『知識ギャップ』拡大の要因を探ること
を目的とする。 
(3) 『知識ギャップ』におけるインターネットの

社会的帰結の考察 
目標①と②の検討後、申請者はインターネ

ットがもたらす社会的帰結に関して総合的
に俯瞰することができる全体図（モデル）の
作成に取り組む。これにより、情報デバイド
による社会不平等問題の解決及び社会・政治
参加促進による円滑な民主主義実現のため
のインターネットの活用法について提示す
ることを最終目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) フィールド調査：「社会的コンテキストから見
る情報機器デバイド」 ：ネットツールとして PC を
導入しない 10 代～30 代の若年層を対象に社会
的文脈を考慮しグループ化し、メディア機器選
択・利用様相と動機づけ、情報欲求等との関係
についてフィールド調査を行う。 
(2)質問紙調査：「国際比較研究による社会文化
的要因の検討」：先行研究において日本と異な
った結果が示された韓国との比較調査を、両国
首都圏在住者を母集団としたランダム・サンプリ
ングで行うことで結果の一般性を高めた上で、
社会文化的要因について検討する。 
本研究は、2012 年衆議院選挙直後に行われた
ウェブベース調査の結果を元に分析する。母
集団は満 20 歳から 69 歳までの有権者であり、
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標本数は 1035 票である。 
 
主要尺度は以下のとおりである。 
① デモグラフィック分布は女性が 49％男性  
が 51％で、年齢は満 20 歳から 69 歳までの有
権者(M:45.36, SD:13.63)、平均世帯収入は 200
万円以上から最高 1400 万円までの 13 段階で
測定した(M:4.99(500 万～600 万),SD:3.11)。教
育水準については中学校から大学院までの 5
段階測定を行った(M:3.16(短大・高専と大学
の間), SD:1.00)。教育水準は、｢知識ギャッ
プ仮説｣において SES として用いられている。 
② スマートフォン使用有無 
③ 政治知識：政治知識は伝統的に｢イシュー
的政治知識（Issue Knowledge｣と｢市民的政治
知識（Civic Knowledge）に分類してきた(Delli 
Carpini & Keeter, 1996)。「イシュー的政治知
識」とは、選挙に関連する議論に関わる最新
知識を要するもので、主にゴシップのような
ソフトな周辺的政治知識を聞く問題と、政党
の政策のようなハードな争点的政治知識を
聞く問題、それぞれ 5 問ずつが設定され合計
10 問が設定された(ソフトイシュー的知識：
α=.46, ハードイシュー的知識：α=.66)。｢市
民的政治知識｣は、伝統的な『教科書タイプ』
知識と呼ばれるもので、憲法や政治過程に関
する一般的政治知識であり(Jerit et al., 2006)、
合計 5 問によって構成された(α=.72)。具体
的な質問項目は付録を参照してほしい。 
④ メディア・ニュースの接触：テレビニュー
スと新聞の場合、｢普段一日に平均どのくら
い当該メディアを利用していますか｣に対に
し①0 分～⑨5 時間以上まで 9 スケールによ
って測定した。テレビニュース視聴の平均は
M:4.03 で約 30 分-1 時間(SD:1.26)であり、新
聞購読の平均は 2.40 で 1-10 分と 10 分-30 分
の間(SD:1.22)であった。SNS ニュースにおい
ては「普段ネットで政治･経済･芸能･スポー
ツなどのニュースをどのように見ているの
か」に対し Twitter 等のミニブログ、Facebook
などの SNS,2 ちゃんねるなどの匿名掲示板、
個人ブログ、Youtube などの動画サイトにお
ける利用頻度を足した数字で測定した。 
⑤ 政治や選挙関連の情報を得るメディアの
利用行動：テレビ番組、新聞紙記事、
SNS(Twitter、Facebook、その他 SNS)による情
報に対し、全く接しない～ほとんど毎日まで
の 5 段階尺度で測定した． 
 
４．研究成果 
(1) フィールド調査，「社会的コンテキストから見
る情報機器デバイド」の実施結果 
：物理的環境、技術活用力・動機、社会的スキ
ル等の能力による格差 

情報デバイドと SES 要因との関連に関わ
る先行研究及び『知識ギャップ』仮説の最新
研究の動向の把握・レビューを行う。前回筆
者が実施したデータを再分析の対象とし、多
角的検討を行う。また、日韓で測定可能な政
治知識量の測定尺度作成を目標に資料収

集・検討を行う。 
ネットツールとしてケータイのみを利用

する 10 代～30 代の若年層を中心とした男女
約 30 名を 6 ブロックに分け、それぞれのグ
ループに対しフィールド調査を行う。パーソ
ナリティ要因等のデモグラフィック特性だ
けでなく、社会的コンテキストが如何にメデ
ィアの選択・利用に関与しているかを分析す
る必要があり、事前観察作業を徹底し、サン
プル選定・ブロック分けの効率性を高める取
り組みをする。結果を分析し、本調査のため
の変数の整理を行う。 
 
●日韓比較結果： 
：時間・空間を超えるコミュニケーション可
能→インターネットが日常における多くの
選択状況において重要なツールとして機能。
連続的コミュニケーション習慣によるネッ
トワークやコミュニティへの変化がみられ
る 
 

(1) 韓国のスマートフォンを通じた人間関係
は、身近で密接なネットワーク間相互作用
による結束型社会関係資本の生成が著しく
蓄積されている傾向が示された。スマート
フォンユーザのほとんどがスマホ専用のメ
ッセンジャー(カカオトーク)上のチャット
を通じて「精神的安定感」「生活満足度」「幸
福感」を得ている。就職を目指した異質的
他者との戦略的信頼及び協力関係が若者間
で形成されているが、即時に内集団化され
結束型関係資本に変質しやすい性格を持っ
ていることが指摘された。スマートフォン
はあらゆる目的達成のための『人脈』の形
成・維持のためのツールとして用いられ、
こういった社会関係の格差が社会格差に発
展しやすいことが示唆された。 

(2) 一方、日本の場合は、「広く浅い性格の結
束型社会関係資本」を蓄積する傾向が強く、
「未知なる他者」との関係構築に役立てて
いないことが言及された。日本の若者は異
質性の高い情報・他者に対する関心が低い
だけでなく、関係構築の必要性すら感じて
いない。特に、ケータイのみをネットアク
セスのツールとして用いる「ケータイ族」
においてこういった傾向がより顕著である
ことが指摘された。更に、携帯電話の機能
が多岐性(Multimodality)に富み、使用満足度
が高いことや情報欲求の低さがスマートフ
ォン普及のスピードと一定の関係性を持つ
可能性について示された。 

 
国際比較定性調査結果 

韓国の FGI 調査の結果、スマートフォンで
のニュース接触は、ニュース専用アプリ（例,
新聞社アプリ）でなく、SNS 系アプリである
Twitter/Facebook を主に活用していることが
示された。SNS 上の人間関係は似た趣味・趣
向の人々である可能性が高く、彼らの関心を
常に同期化し、選択的に接触することにより、



政治的意見の極化が招かれる恐れがあるこ
とが示唆される。 
一方、日本の場合、携帯電話のみをネットア
クセスツールとして利用する｢ケータイ族｣
は、情報欲求、政治・社会への関心が低く、
情報接触行動にも消極的であることが指摘
された。モバイル上の情報は、天気・バス・
カメラ・マップ・YouTube など、パーソナラ
イズ及びカスタマイズしやすいものである。
一方、PC は、開かれた双方向的コミュニケ
ーション志向性が強く、掲示板と親和性が高
い。同じ情報源であってもアクセス端末によ
ってその効用が異なる可能性が示唆された。 

 
(2) スマート時代における『知識ギャップ仮説』

の検証 
 日本と韓国の首都圏在住の成人男女を母
集団とし、オンラインベース調査によって抽
出された標本に対する本調査を実施する。 
結果を下記通り概観する。 
① デモグラフィック特性による政治知識 
 ジェンダー差で見る政治知識は「ソフト政
治知識」を除く知識において男性の方が女性
より有意に高いことが検証された。 
 

表 1 政治知識のジェンダー差 

 
 概して、年齢、年収、政治関心、政治有効
性感覚がが高いほど、政治知識を多く有する
ことが示された。政治傾向においては、概し
て保守的な人ほど政治知識が高い(表2参照)。 

 

表 2 デモグラフィック変数と政治知識の交差分析 

 
② RQ1： SES による政治知識の差 
 高い教育水準を有している人の方が低い
人より｢ソフト知識｣｢イシュー知識｣｢市民的
政治知識｣のいずれにおいても有意に高いこ
とが示された。 

表 3 SES と政治知識 

③ RQ1 と RQ2：SES による政治知識の差 
 テレビは教育水準が低い人ほど、新聞と
SNS ニュースは逆に教育水準が高い人ほど
選好していることが示された． 
 

表 4 SES とメディア・ニュース 

 
④ RQ3 スマート時代における『知識ギャップ仮
説』：｢知識ギャップ仮説｣における SES とメ
ディア・ニュース接触の交互作用の効果 

メディア・ニュース利用と教育水準の交互
作用を検証するため、位階的重回帰分析を行
った。交互作用ファクターを(1)SES と「テレ
ビニュース視聴」(2)SES と「新聞購読」(3) SES
と「SNS 上ニュース閲覧」の 3 種類を作成し、
モデル 2 にて投入した。回帰分析を通じた交
互作用の検証は、それぞれのファクターと共
に交互作用ファクターを同じブロックに投
入した時、最も効果的に検証できる(詳細は補
注 2 参照)。 
表 5 で示されているように、「市民的政治

知識」の場合、デモグラフィック変数を挿入
したモデル１の結果から見れば、｢ジェンダ
ー｣｢年齢｣｢教育水準｣が重要な予測変数であ
ることが示された。モデル 2 におけるメディ
アでのニュース接触と交互作用の効果を検
証した結果、「テレビニュース視聴」と「新
聞購読」が予測有効変数であることが示され
た。SES との交互作用を検証するための 3 つ
のファクターは全て同じ方向、つまり、知識
ギャップを｢緩和｣する効果が示されたので
ある(RQ3) 
次に｢イシュー的政治知識｣の場合、｢ジェン
ダー｣｢年齢｣｢教育水準｣｢収入｣の４つの全て
のデモグラフィック変数が有効変数として
示された(モデル１)。次にモデル２の結果に 

2 3 4 5 6 7 8

.066** .014 .112** .165** .111** .100** .070**

-.082** .020 .060* .111** .133** .094**

.017 .001 -.092** -.053* -.063*

.411** .173** .273** .201**

.173** .292** .225**

.352** .232**

.364**

8.市民的政治知識

※数値は順位相関係数　ns:no significant 　*:ｐ<.05　**:ｐ<.01　***:ｐ<.001

1.年齢

2.年収

3.政治的傾向

4.政治関心

5.政治有効性感覚

6.ソフト政治知識

7.イッシュー政治知識

男性(n=518) 女性(n=517)
ソフト政治知識 7.72(1.16) 7.67 (1.14) 7.35
イッシュー政治知識 7.24(1.17) 6.62 (1.14) 8.70 ***

市⺠的政治知識 7.66(1.25) 7.33 (1.26) 4.29 ***

***:p<.001, **:p<.01, *:p<.05, +:p<.10

ジェンダ―
t

Note :Entries are mean scores with standard deviation in parentheses. High

高(n=479) 低(n=540)
ソフト政治知識 7.82 (1.08) 7.59(1.21) 3.24 **

イッシュー政治知識 7.21 (1.14) 6.68 (1.18) 7.30 ***

市⺠的政治知識 7.84 (1.17) 7.19 (1.28) 8.50 ***

***:p<.001, **:p<.01, *:p<.05, +:p<.10

教育水準(日本)
t

Note :Entries are mean scores with standard deviation in parentheses. High
education: University students and University diploma or more.

高(n=479) 低(n=540)
テレビニュース視聴(a) 56.85 (43.31) 63.60(47.87) -2.35 *

新聞購読(a) 22.77(26.26) 18.29 (21.40) 3.00 **

SNS上のニュース閲覧 8.25(4.88) 7.13 (3.73) 4.08 ***

t
教育水準(日本)

Note :Entries are mean scores with standard deviation in parentheses. High education:
University students and University diploma or more.
***:p<.001, **:p<.01, *:p<.05, +:p<.10
※(a)は「まったく利⽤しない」は０，「⽉に1回以下」は１，｢⽉に2〜3回くらい｣は
2.5，｢週に1〜2回くらい｣は6.0，｢週に3〜4回くらい｣は14，｢ほとんど毎⽇｣は25を
代⼊し⼀⽇利⽤頻度の平均を算出した数字



表 5 教育水準とメディア・ニュースが 

政治知識習得に及ぼす影響 

 
おいては、｢テレビニュース｣｢新聞｣｢SNS ニ
ュース｣のいずれの頻度も有意な予測変数と
して残された。交互作用ファクターの効果に
おいては、新聞のみが知識ギャップを緩和す
る効果があることが示された(RQ3)。 
肝心な「スマートフォン」使用有無はいず

れの政治知識習得においては、それらを予想
する有効な変数ではなかった。 
なお、同じ内容を韓国のサンプルにて分析

の結果、｢市民的政治知識｣において新聞のみ
が SNS 間の格差を縮める効果があることが
分かった。｢スマートフォン｣使用有無の知識
ギャップとの関係は、韓国においても有意味
な効果を持たない結果が示された。 

 
(3) 総括 
本研究が提示した社会文化的諸要因によ

る知識ギャップと社会的帰結の関係を図示
し、図 2 に示す。 

 
補 注 

1.「政治知識」の測定について：「ソフト政治知識」を問

う質問の例：1)安倍晋三さんの夫人の名前、2)政党「日

本維新の会」を代表する政治家、3)東日本大震災の復旧・

復興のための復興支援金が他用度に使われたが、その使

い方に含まれていない用度を聞く等 5 項目によって構成。

「ハードなイシュー的政治知識」を問う質問の例：1)TPP

とは何の略語なのか、2)自民党の安倍晋三の衆院選公約

には憲法を改正し自衛隊の位置づけをどのように変え

たいと主張しているのか、3)外交や安全保障上の懸案へ

の対応をめぐり今回の総選挙では憲法改正に関する議

論があったが、憲法改正に強く反対している政党を聞く

質問などを含む 5 項目によって構成された。｢市民的政

治知識｣の質問は 1) 日本の首相になれる条件、2)憲法改

正を発議するための要件について、3)衆議院の選挙制度

を問う等の 5 項目によって構成された。 

2.交互作用のファクターは、多重共線性を避けるため、

それぞれの該当変数を標準化し、標準化した係数の掛算

によって算出した値を用いた。 
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